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１．17 年 3月期の業績（平成 16 年 4月 1 日～平成 17 年 3月 31 日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切捨） 

 売   上   高 営  業  利 益 経  常  利  益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 13,579 (  15.6) 2,656 (   52.2) 2,691 (   54.5)

16年3月期 11,752 (  36.4) 1,745  (  422.1) 1,742 (  341.9)

 

 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整

後1株当たり

当 期 純 利 益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経 常 利 益 率 

売 上 高

経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年3月期 1,694 (  63.8) 53,239.30 50,477.10 21.4 18.6 19.8 

16年3月期 1,034 ( 857.5) 31,396.41 － 14.3 13.2 14.8 

（注）１．期中平均株式数    17年3月期 30,316.2株    16年3月期 31,448.5株 

２．潜在株式数      17年3月期   1,659.0株    16年3月期     － 株 

３．会計処理方法の変更    有・無 

４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率です。 

(2) 配当状況                              

1株当たり年間配当金  

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年3月期 16,700.00 9,500.00 7,200.00 506 31.4 6.0 

16年3月期 10,100.00 2,300.00 7,800.00 309 32.2 4.2 

(3) 財政状態                                                                      

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円    銭

17年3月期 15,164 8,490 56.0   277,437  72  

16年3月期 13,776 7,355 53.4   241,083  24  

（注）１．期末発行済株式数    17年3月期 30,316.2株   16年3月期 30,316.2株 

２．期末自己株式数    2,791.8株   
 

２．18 年 3月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日）   

1株当たり年間配当金  

 
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 6,300 1,180 700 6,900   

通 期 13,000 2,420 1,440  7,200 14,100 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）44,860円 50銭 

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発
表日現在における仮定を前提としています。業績予想の前提条件その他の関連する事項については、決算短信（連結）の
添付資料の1３ページを参照してください。 
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１． 財務諸表等

(1) 財務諸表

① 貸借対照表

注記
番号

構成比
(％)

構成比
(％)

Ⅰ 流動資産

 1. 現金及び預金 1,673,115  2,730,215   

 2. 受取手形 639,121    915,635     

 3. 売掛金 ※1 4,411,258  4,019,093   

 4. 有価証券 30,224     30,227      

 5. 製　品 26,510     28,336      

 6. 原材料 276,711    303,598     

 7. 仕掛品 284,844    257,114     

 8. 貯蔵品 29,965     26,601      

 9. 前払費用 250,647    363,656     

10. 繰延税金資産 111,525    77,448      

11. その他 ※1 53,416     31,068      

流動資産合計 7,787,341  56.5 8,782,997   57.9

Ⅱ 固定資産

 1. 有形固定資産

（1）建　物 ※2 2,961,183     2,977,624    

減価償却累計額 1,590,709     1,370,474  1,670,386    1,307,238   

（2）構築物 ※2 413,096       418,147      

減価償却累計額 288,983       124,113    306,195      111,952     

（3）機械及び装置 592,314       677,713      

減価償却累計額 372,113       220,201    420,261      257,452     

（4）車両運搬具 2,329         2,329        

減価償却累計額 2,195         134        2,195        134         

（5）工具器具備品 1,484,531     1,525,179    

減価償却累計額 1,130,902     353,628    1,151,072    374,107     

（6）土　地 ※2 803,912    803,912     

（7）建設仮勘定 3,943      1,654       

有形固定資産合計 2,876,407  20.9 2,856,450   18.8

 2. 無形固定資産

（1）特許権 1,328      1,078       

（2）ソフトウェア 151,234    92,520      

（3）電話加入権 7,386      6,967       

（4）水道施設利用権 193        103         

無形固定資産合計 160,142    1.2 100,670     0.7

 3. 投資その他の資産

（1）投資有価証券 760,002    1,395,894   

（2）関係会社株式 1,958,747  1,958,747   

（3）出資金 133,882    -           

（4）長期前払費用 2,310      3,648       

（5）敷金・保証金 63,352     43,131      

（6）その他 40,635     28,635      

貸倒引当金 △6,000    △6,000     

投資その他の資産合計 2,952,929  21.4 3,424,057   22.6

固定資産合計 5,989,480  43.5 6,381,178   42.1

資産合計 13,776,821 100.0 15,164,175  100.0

当事業年度

（平成17年３月31日）

金額（千円）区分

前事業年度

（平成16年３月31日）

金額（千円）

（資産の部）
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注記
番号

構成比
(％)

構成比
(％)

Ⅰ 流動負債

 1.支払手形 999,052       1,023,330   

 2.買掛金 ※1 675,743       584,407     
1年以内返済予定
長期借入金

 4.未払金 ※1 205,412       144,484     

 5.未払法人税等 645,608       633,262     

 6.未払消費税等 104,847       65,935      

 7.未払費用 151,760       152,612     

 8.前受金 8,791         7,240       

 9.預り金 14,260        39,249      

10.前受収益 ※1 8,270         5,000       

11.賞与引当金 295,656       347,074     

12.設備関係支払手形 63,695        96,230      

13.設備関係未払金 33,128        119,542     

14.その他 43,897        55,892      

流動負債合計 3,679,684     26.7 3,274,261   21.6

Ⅱ 固定負債

 1.社債 -             3,000,000   

 2.長期借入金 ※2 2,370,440     -           

 3.役員退職慰労引当金 270,497       292,052     

 4.執行役員退職慰労引当金 14,741        34,396      

 5.長期前受収益 5,000         -           

 6.長期繰延税金負債 80,730        72,607      

固定負債合計 2,741,408     19.9 3,399,056   22.4

負債合計 6,421,093     46.6 6,673,318   44.0

Ⅰ 資本金 ※3 666,800       4.8 666,800     4.4

Ⅱ 資本剰余金

 1.資本準備金 3,264,200     3,264,200   

資本剰余金合計 3,264,200     23.7 3,264,200   21.5

Ⅲ 利益剰余金

 1.利益準備金 166,700       166,700     

 2.任意積立金

別途積立金 2,500,000 2,500,000     3,000,000 3,000,000   

 3.当期未処分利益 2,002,297     2,624,840   

利益剰余金合計 4,668,997     33.9 5,791,540   38.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※6 329,279       2.4 341,866     2.3

Ⅴ 自己株式 ※4 △1,573,549   △ 11.4 △1,573,549 △ 10.4

資本合計 7,355,727     53.4 8,490,857   56.0

負債資本合計 13,776,821    100.0 15,164,175  100.0

当事業年度

（平成17年３月31日）

金額（千円）区分

前事業年度

（平成16年３月31日）

金額（千円）

 3. -           

（資本の部）

429,560       ※2

（負債の部）
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② 損益計算書

注記 百分比 百分比

番号 （％） ％

Ⅰ 売上高 11,752,013 100.0 13,579,450 100.0 

Ⅱ 売上原価

1 期首製品棚卸高 27,514     26,510     

2 当期製品製造原価 ※2 6,102,589  6,766,899  

3 当期商品仕入高 1,202,170  1,174,804  

合計 7,332,274  7,968,213  

4 会社分割による製品減少高 12,333     -          

5 期末製品棚卸高 26,510     7,293,431  62.1 28,336     7,939,877  58.5 

売上総利益 4,458,582  37.9 5,639,572  41.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1、2 2,712,689  23.1 2,982,882  22.0 

営業利益 1,745,893  14.8 2,656,689  19.5 

Ⅳ 営業外収益

1 受取利息 49         23         

2 有価証券利息 11,097     4          

3 受取配当金 5,517      40,372     

4 不動産賃貸収入 47,914     29,882     

5 業務受託収入 182,921    60,267     

6 研究開発補助金 32,339     27,701     

7 投資事業組合投資収益 - 24,333     

8 その他の収入 20,628     300,467    2.6 15,735     198,321    1.5 

Ⅴ 営業外費用

1 支払利息 58,112     37,684     

2 社債発行費 -          20,583     

3 不動産賃貸費用 24,791     22,064     

4 業務受託費用 180,909    57,692     

5 その他の費用 40,248     304,061    2.6 25,322     163,347    1.2 

経常利益 1,742,299  14.8 2,691,663  19.8 

Ⅵ 特別利益

1 投資有価証券売却益 5,461      -          

2 固定資産売却益 -          42         

3 貸倒引当金戻入益 2,945      8,406      0.0 -          42         0.0 

Ⅶ 特別損失

1 固定資産売却損 127        6,470      

2 固定資産除却損 ※3 8,789      18,624     

3 投資有価証券売却損 13,137     -          

4 会員権評価損 8,646      -          

5 退任取締役退職慰労金 55,930     -          

6 特別退職金 23,239     -          

7 借入返済違約金 -          109,869    0.9 63,646     88,741     0.6 

税引前当期純利益 1,640,835  13.9 2,602,963  19.2 

法人税、住民税
及び事業税

法人税等調整額 △8,352    606,466    5.1 17,387     908,950    6.7 

当期純利益 1,034,369  8.8 1,694,013  12.5 

前期繰越利益 1,040,615  1,218,831  

中間配当金 72,687     288,003    

当期未処分利益 2,002,297  2,624,840  

金額（千円）

前事業年度 当事業年度

至   平成17年３月31日）

614,818    891,562    

（自   平成15年４月１日 （自   平成16年４月１日　
 至   平成16年３月31日）

金額（千円）区分

個別 4



③　利益処分案

期別

科目 金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益 2,002,297 2,624,840 622,542

Ⅱ 利益処分額

 1. 配当金 236,466 218,276 △ 18,189

 2. 取締役賞与金 42,000 75,000 33,000

 3. 監査役賞与金 5,000 5,000 －

 4. 任意積立金

(1) 別途積立金 500,000 783,466 1,000,000 1,298,276 514,810

Ⅲ 次期繰越利益 1,218,831 1,326,563 107,732

増減

当事業年度

　　至   平成17年３月31日）　

金額（千円）

（自   平成16年４月１日　

前事業年度

（自   平成15年４月１日　

　　至   平成16年３月31日）　

金額（千円）
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ファイル名:10個別：重要・注記事項 更新日時:5/19/2005 7:46:00 PM 印刷日時:05/05/20 10:43 

重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2)その他有価証券（売買目的有価証券、満期保有目的債券及び子会社株式・関連会社株式を除く有価証券） 

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。 

         なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）については組合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。 

表示方法の変更 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が平成16年６月９日に

公布され、平成16年12月1日より適用になること及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日付で改正されたことに伴い、当

事業年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）を、投資その他の資産の「出資金」として表

示する方法から「投資有価証券」として表示する方法に変更しました。なお、当事業年

度の「投資有価証券」に含まれる当該出資の額は118,081千円であり、前事業年度にお

ける投資その他の資産の「その他」に含まれている当該出資の額は133,882千円であり

ます。 

 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)製品・原材料・仕掛品 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2)貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期

間に基づく定額法を採用しております。 

 

4. 繰延資産の処理方法 

社債発行費については、支出時に全額費用として処理する方法を採用しております。 

 

5. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識
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ファイル名:10個別：重要・注記事項 更新日時:5/19/2005 7:46:00 PM 印刷日時:05/05/20 10:43 

数理計算上の差異を加減した額を下回る場合には、当該差異を退職給付引当金として計上し、上回る場合

には当該超過額を前払年金費用として計上しております。当期末においては、前払年金費用として348,659

千円を流動資産の「前払費用」に含めて計上しております。また、数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による定額法により翌事業年度から費用処理することと

しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上しております。 

(5)執行役員退職慰労引当金 

   執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上しております。 

 

6. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

7． その他財務諸表作成のための重要な事項 

 (1)消費税等(消費税及び地方消費税)の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
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注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは次のとおりであります。 

 

 

売掛金 401,700 千円

立替金 8,351 〃 

未収入金 15,751 〃 

計 425,803 〃 

   

買掛金 159,259 〃 

未払金 10,319 〃 

前受収益 5,000 〃 

計 174,579 〃 

 

２．担保に供している資産及びこれらに対応する債務は、次のとおりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

 

 

建物 1,302,398 千円  (帳簿価額) 

構築物 5,260 〃  (  〃  ) 

土地 504,518 〃  (  〃  ) 

計 1,812,178 〃  (  〃  ) 

  (2) 上記に対応する債務 

    平成16年12月15日付けで、将来の金利負担の軽減と財務体質の改善を図るため、同日現在当社が有する長

期借入金債務2,534,220千円全額について、期限前繰上げ弁済を実施しました。これにより、当事業年度末

時点において、担保提供に対応する債務はありません。 

 

上記担保提供資産のうち、工場財団抵当に供している資産及び対応する債務は、次のとおりであります。 

建物 161,500 千円  (帳簿価額) 

構築物 5,260 〃  (  〃  ) 

土地 49,168 〃  (  〃  ) 

計 215,929 〃  (  〃  ) 

 

 

３．授権株式数は、普通株式132,000株、発行済株式総数は、普通株式33,108株であります。 

 
４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 2,791.8 株であります。 
 
 
５．偶発債務 

債務保証 

次の関係会社の金融機関からの借入金に対して、債務保証を行っております。 

(株)ハーモニック プレシジョン 216,744千円

 

６．配当制限 

   商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は341,866千円で

あります。 
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ファイル名:10個別：重要・注記事項 更新日時:5/19/2005 7:46:00 PM 印刷日時:05/05/20 10:43 

(損益計算書関係) 

 

１．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は32%であり、一般管理費（研究開発費を含む）に属する費用のおおよその割

合は68%であります。主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

(1) 荷造・発送運賃 174,301 千円

(2) 役員報酬 107,047 〃 

(3) 給料手当 565,486 〃 

(4) 賞与手当 87,344 〃 

(5) 賞与引当金繰入額 155,022 〃 

(6) 退職給付費用 75,657 〃 

(7) 役員退職慰労引当金繰入額 21,915 〃 

(8) 福利厚生費 145,442 〃 

(9) 賃借料 41,338 〃 

(10) 減価償却費 74,357 〃 

(11) 研究開発費 1,050,431 〃 

 

 

２．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   1,091,576千円 

 

３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

建物 10,366 千円

構築物 162 〃 

機械及び装置 933 〃 

工具器具備品 7,162 〃 

計 18,624 〃 
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ファイル名:10個別：重要・注記事項 更新日時:5/19/2005 7:46:00 PM 印刷日時:05/05/20 10:43 

（リース取引関係） 

第16期 

自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日 

第17期 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 機械及び 

装置 

車両 

運搬具 

工具器具 

備品 

ソフト 

ウェア 

合計 

 千円 千円 千円 千円 千円

取得価額 

相当額 
1,280,244 47,188 150,091 36,107 1,513,632

減価償却 

累計額 

相当額 

498,545 22,926 100,069 11,345 632,886

期末残高
相当額 

781,699 24,261 50,022 24,761 880,745

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 機械及び

装置 

車両 

運搬具

工具器具 

備品 

ソフト 

ウェア 

合計 

 千円 千円 千円 千円 千円

取得価額

相当額 
1,336,972 34,827 67,788 46,587 1,486,176

減価償却

累計額 

相当額 

595,663 11,756 47,043 20,638 675,101

期末残高
相当額 

741,309 23,071 20,745 25,948 811,074

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内       251,313千円 

１ 年 超       651,773千円 

合   計       903,087千円 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内       257,920千円 

１ 年 超       572,388千円 

合   計       830,308千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料      316,446千円 

減価償却費相当額   272,176千円 

支払利息相当額      21,141千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料      306,108千円 

減価償却費相当額   265,734千円 

支払利息相当額      16,890千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同    左 

 

 

 

 

（有価証券関係） 

当事業年度及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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ファイル名:10個別：重要・注記事項 更新日時:5/19/2005 7:46:00 PM 印刷日時:05/05/20 10:43 

(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
（平成16年3月31日現在） 

当事業年度 
（平成17年3月31日現在） 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

未払事業税 60,232 千円

賞与引当金 87,340 〃

執行役員賞与引当金 32,400 〃

未払社会保険料 11,895 〃

在庫評価損 12,516 〃

前払年金費用 △92,859 〃

111,525 千円繰延税金資産(流動)合計 

   

繰延税金負債(固定) 

役員退職慰労引当金 109,551 千円

執行役員退職慰労引当金 5,970 〃

減価償却費 766 〃

ゴルフ会員権評価損 7,775 〃

投資有価証券評価損 22,256 〃

投資事業組合損失否認 4,857 〃

その他有価証券評価差額金 △224,131 〃

繰延税金負債(固定)小計 △72,954 千円

評価性引当額 △7,775 〃

繰延税金負債(固定)合計 △80,730 千円

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別

内訳 

     

法定実効税率 42.0 ％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目    
0.3 〃

住民税均等割等 0.5 〃

試験研究費の税額控除 △5.6 〃

その他 △0.2 〃

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
 37.0 ％

 

 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

未払事業税 51,064 千円

賞与引当金 116,265 〃

執行役員賞与引当金 24,300 〃

未払社会保険料 14,530 〃

在庫評価損 12,495 〃

前払年金費用 △141,207 〃

77,448 千円繰延税金資産(流動)合計 

    

繰延税金負債(固定)  

役員退職慰労引当金 118,281 千円

執行役員退職慰労引当金 13,930 〃

減価償却費 527 〃

ゴルフ会員権評価損 7,775 〃

投資有価証券評価損 22,256 〃

投資事業組合損失否認 5,095 〃

その他有価証券評価差額金 △232,698 〃

繰延税金負債(固定)小計 △64,832 千円

評価性引当額 △7,775 〃

繰延税金負債(固定)合計 △72,607 千円

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別

内訳 

     

法定実効税率 40.5 ％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入

されない項目    
0.3 〃

住民税均等割等 0.3 〃

試験研究費等の税額控除 △6.2 〃

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
 34.9 ％
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